
横浜市国際交流ラウンジの設置及び運営に関する指針

１ 趣旨

横浜市国際交流ラウンジ(以下「ラウンジ」という。)の基本的事項を定めた既存の「横

浜市国際交流ラウンジ基本構想」(以下「基本構想」という。)は、制定以来 10 年が経過し、

この間、地域を取り巻く国際化の環境は大きく変化してきている。

また、平成 16 年度に外国人との共生について検討を行った「よこはま国際性豊かなま

ちづくり検討委員会」からは、ラウンジ等様々な場での生活情報提供機能及び相談機能の

強化等が提案されており、国籍にかかわらず、人と人とのつながりを大切にした多様な文

化が共生するまちの実現が求められている。

 以上のことから、これまでの基本構想を時代に即して見直し、外国人市民及び日本人市

民が共に安心して暮らし、活動することができる魅力あるまちづくりを進めるため、ラウ

ンジのあり方について、その目的、機能、設置、運営等の基本的事項を指針として定める

ものとする。

２ 目的

 外国人市民に対して、身近な場で日常生活を中心とする様々な情報を提供するとともに

相談に応じる等の支援を通して、外国人市民との共生を図ることを目的とする。

３ 機能

（１） 各ラウンジが共通に有すべき機能は次のものとする。

ア 外国人市民に対する情報提供・相談機能

言語及び生活習慣の違い等の理由から日本人と同様のサービスを享受することが

困難な外国人市民に対して情報提供及び相談等の生活の支援を行う。

イ 情報の収集整理機能

情報提供及び相談に対する外国人市民のニーズに応えるため、行政機関及び市民団

体等と連携を図り、情報を広く収集するとともに、迅速かつ的確に提供するための整

理を行う。

ウ 人材育成機能

外国人市民に対する支援を外国人・日本人を問わず市民と協働で進めるため、ラウ

ンジにおいて情報提供及び相談等に携わる外国人・日本人スタッフ並びに地域で外国

人支援に携わる人材の育成を行う。

（２）区や地域のニーズ・特性及び施設の状況等に応じて、各ラウンジが展開する機能は次

のもので設置される区の区役所(以下｢区役所｣という。)が認めるものとする。

ア 外国人市民との交流機能

外国人市民同士又は日本人市民との交流事業の実施及び交流の場の提供・紹介等を

行う。



  イ その他の機能 

    日本語教室の開催等地域のニーズ等に応じて必要とされる事業を行う。 

 

４ 規模・内容・名称 

（１）施設規模 

   各ラウンジごとに設定した機能を果たすために必要な規模とする。 

 

（２）施設内容 

     外国人市民が気軽に立ち寄り、情報提供を受け、相談することのできる事務スペース

を基本とする。なお、地域のニーズ、財政及び施設の状況に応じ、研修室、資料室等を

確保することとする。 

 

（３）名称 

   各ラウンジの具体的名称は、機能、規模等に応じ、区役所が決定する。 

 

５ 施設の位置付け 

  外国人市民に情報等のサービスを提供する本市の執務室（事務スペース）とし、その施

設管理については、本市の直営又は民間への委託とする。なお、所管は区役所とする。 

 

６ 設置 

（１）時期 

    次のような地域のニーズ及び国際化の状況に応じ、順次設置する。 

    ア 地域の外国人市民のニーズ 

    イ 外国人登録者数 

  ウ 外資系企業数及び企業等で働く外国人の数 

    エ 地域における外国人支援団体の活動状況等 

 

（２）形態 

   建設、民間施設の借受け等により新たに施設を整備するほか、既存の施設への併設、

機能の付加による複合化等、多様かつ柔軟な手法で設置する。 

 

（３）配置 

   全ての区に１か所設置することを基本とする。また、必要に応じて、条件が整った場

合には、区内に複数の設置も可能とする。 

   なお、全区に設置するまでの間、既に設置されている各ラウンジは近隣区を対象とす

る機能を果たすこととする。 

 

（４）設置主体 

  区役所を設置主体とする。ただし、施設を新たに建設する場合には国際局を設置主体

とする。 

 

 



（５）予算措置 

   区役所が設置主体となる場合には区役所が国際局と調整し、また、国際局が設置主体

となる場合には国際局が区役所と調整の上、それぞれの設置主体が予算措置を講じる。 

 

７ 運営 

（１）各ラウンジが共通に有すべき機能に関する運営 

   地域のニーズ及び施設の状況等、区の特性に応じ、直営、委託等多様な方法で運営を

行う。また、委託する場合には、区役所は委託先の団体との連携を密に図り、地域情報

の提供及び業務実施上の指導を行う。 

 

（２）地域のニーズ及び施設の状況等の区の特性に応じて、各ラウンジが展開する機能に関

する運営 

   原則として、運営を担う団体の自主事業とする。 

 

（３）運営を担う団体 

   地域のボランティア等により組織された運営委員会のほか、ＮＰＯ・地域における外

国人支援団体等で、最も効率的かつ効果的に運営を行うことのできる団体とする。 

   なお、運営を担う団体の選考にあたっては、選考委員会等により、客観性及び透明性

を確保して選定するとともに、運営にあたっては、市民及び利用者による評価・検証を

行うこととする。 

 

（４）地域住民の参画 

   事業の企画及び運営にあたっては、市民の意欲及び活動実績を活かし、地域の様々な

外国人市民・日本人市民の参画を求め、協働により実施するよう努める。 

  

（５）予算措置 

  運営にあたり必要となる経費については、区役所が政策的判断に基づき弾力的に予算

措置を講じる。 

   

８ ラウンジ協議会の設置 

ラウンジ間のネットワーク化及びラウンジの機能の向上をはかることを目的に、ラウン

ジ協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

（１） 構成 

各ラウンジの運営を担う団体の代表者、区役所、国際局及び公益財団法人横浜市国際

交流 協会（以下「YOKE」という。）等で組織する。 

 

（２） 役割 

ア ラウンジ相互及び協議会構成団体との情報交換・連絡調整。 

イ 各ラウンジの機能強化のための事業の実施。 

ウ その他必要な事業の実施。 

 



（３） 事務局 

 協議会の事務局は YOKE が行うこととする。 

 

（４） その他 

    協議会の詳細については別途規約を策定する。  

 

９ YOKE の役割 

（１）各ラウンジに対する支援機能 

   YOKE は各ラウンジのセンター機関として、運営団体及び区役所等と連携を図りなが

ら、各ラウンジが共通に有すべき機能の向上に向けて支援を行う。 

     

（２）役割 

  ア 各ラウンジの運営にかかわる助言。 

  イ 各ラウンジのスタッフの研修及び必要に応じたスタッフの派遣。 

  ウ 外国人市民のニーズに応えるための情報共有システムの管理運営。 

 エ 法律・教育等の専門相談に関する情報の提供及び専門相談会の他団体との共同実施。 

    オ 市民通訳ボランティア制度の運営。 

 

１０ その他 

   この指針に定めるもののほか、各ラウンジに関して必要な事項は、「横浜市国際交流ラ

ウンジ取扱要綱」に定める。 

 

１１ 附則 

   この指針は平成１８年４月１日から施行する。 

   附則 

   この指針は平成２３年５月１日から施行する。 

附則 

   この指針は平成２７年４月１日から施行する。 

 




